
資料１

地方議会議員年金制度の地方議会議員年金制度の
現状について



地方議会議員の役割について

○第29次地方制度調査会において、議会制度のあり方について審議された。
○地方分権時代における議会の役割に相応しい地方議会議員年金をどう考えるべきか。

【今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申（抄）】 （H21.6.16 第29次地方制度調査会）

第３ 議会制度のあり方
議会は、多様な民意を反映しつつ、団体意思の決定を行う機能

と 執行機関の監視を行う機能を担っているが 十分にその役割

議会の監視機能の充実・強化するためには、議決事件の対
象について条例で定めることができる範囲を現行よりも合理的
な範囲内で拡大すべきであると、執行機関の監視を行う機能を担っているが、十分にその役割

を果たしていないのではないかなどの指摘がなお見られるところで
ある。
地方分権の進展等に伴い、地方公共団体の処理する事務は今

後さらに増大するとともに、事務の処理に当たっても、条例により

な範囲内で拡大すべきである。
② 議決事件の追加

議会の議決事件については、地方自治法第96条第1項にお
いて議決しなければならないとされているもののほか、同条第2
項により各地方公共団体の実情に応じ、条例で任意に追加す

自主的に定めることのできる範囲が拡大するなど、地方公共団体
の責任領域が拡大するものと考えられ、議会機能のさらなる充実・
強化が求められている。
近年、それぞれの議会において、議会の活動理念とともに、審議

の活性化や住民参加等を規定した議会基本条例を制定するな

ることができることされている。
各地方公共団体においては、中長期的な地域の課題を議

会で議論するため、総合計画やその他の法定の計画を議決事
件として追加するなどの取組が行われており、このような手法
によって、一層議会の審議の活性化が図られることが期待され活性化や住民参加等を規定した議会基本条例を制定するな

ど、従来の運用の見直しに向けた動きが見られるところであり、引
き続きこのような自主的な取組が進められることが期待される。
分権型社会における議会の役割が十分に発揮されるようにする

ためには、自己改革の取組に加え、以下のような方向での見直し
を行うことが適当である

によ て、 層議会 審議 活性化が図られる とが期待され
る。
また、現在法定受託事務は議会が条例により追加することが

できる議決事件から除外されているが、第28次地方制度調査
会においても答申されたとおり、法定受託事務も地方公共団
体の事務であることからすれば これを議決事件として追加でを行うことが適当である。

１ 議会の団体意思決定機能や監視機能の向上策
住民自治に根差した地方行政を実現するとともに、その適正な

運営を確保するため、以下のような所要の見直しを行うべきであ

体の事務であることからすれば、これを議決事件として追加で
きるようにすることが適当であるものと考えられる。この点につい
ては、法定受託事務のうち議決事件として追加することが適当
でないと考えられるものにどのような措置を講じていくべきかな
どについて、検討していく必要がある。

る。

(1) 議決事件
① 契約の締結及び財産の取得又は処分に係る議決

契約の締結及び財産の取得又は処分については、本来、

(2) 議会の監視機能
①議会に経営状況の報告を要する法人の範囲の拡大

長の調査権の対象となる法人及び長が議会に経営状況の
報告を要する対象となる法人は、現行制度においては、当該
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契約 締結及 財産 取得 分 、本来、
執行機関限りで処理するという考え方もあるが、現行制度にお
いては、地方公共団体の財政運営に与える影響等にかんが
み、政令で定める基準に従い条例で定めるものについては、
議会の議決を要するものとされている。

報告 要す 対象 法人 、現行制度 、当該
地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの
２分の１以上を出資している法人等とされている。
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この点については、現在、監査委員の監査が資本金等の４分
の１以上を出資している法人等にまで及んでいることなどを踏
まえ、議会の監視機能を高めるという観点から、長の調査権の
対象となる法人及び長が議会に経営状況の報告を要する対
象となる法人についても、当該地方公共団体が資本金等の４

善後策等を説明するよう努めるべきである。
④ 議会の実地検査権等の監視機能

議会の監視機能は、監査委員の監査とは異なり、住民の代
表機関といった立場から、当該地方公共団体の行政全般にわ
たって果たされるべきである。象となる法人に いても、当該地方公共団体が資本金等の４

分の１以上を出資している法人等のうち、条例で定めるものに
まで拡大することとすべきである。

② 住民訴訟と議会の議決による権利放棄
住民訴訟のうち、地方自治法第２４２条の２第１項第４号に

基づくいわゆる４号訴訟は 住民が 違法な財務会計上の行

たって果たされる きである。
このような見地から、議会は執行機関に対する検査権、監

査請求権や調査権等を有しているところであるが、今後さらに
これらの権能を活用していくべきである。

現在、議会は実地検査を行うことができず、そのような必要
がある場合には監査委員に対する監査請求により行うこととさ基づくいわゆる４号訴訟は、住民が、違法な財務会計上の行

為等を行った職員又はその相手方に対して損害賠償又は不
当利得返還の請求をすることを、当該地方公共団体の執行機
関等に求める訴訟とされている。

近年、議会が、４号訴訟の係属中に当該訴訟で紛争の対象
な 損害賠償請求権 放棄す 議決 行

がある場合には監査委員に対する監査請求により行うこととさ
れている。この点について、仮に議員選出の監査委員を廃止
するのであれば、議会に実地検査権を付与すべきではないか
との意見や、監査委員の選任方法や構成についての検討状
況にかかわらず、議会に実地検査権を付与すべきとの意見が
あ 議会 実 検査権 付与すとなっている損害賠償請求権を放棄する議決を行い、そのこと

が訴訟の結果に影響を与えることとなった事例がいくつか見ら
れるようになっている。

４号訴訟で紛争の対象となっている損害賠償又は不当利得
返還の請求権を当該訴訟の係属中に放棄することは、住民に

あった。これに対し、議会に実地検査権を付与することについ
ては、議会の有する監査請求権や調査権等との関係をどのよ
うに考えるのか等の課題があるとの意見もあったところである。
このようなことから、議会の実地検査権については、現在の検
査権や調査権の行使の状況等も勘案しつつ、検討していくべ返還 請求権を当該訴訟 係属中に放棄する は、住民に

対し裁判所への出訴を認めた住民訴訟制度の趣旨を損なうこ
ととなりかねない。このため、４号訴訟の係属中は、当該訴訟で
紛争の対象となっている損害賠償又は不当利得返還の請求
権の放棄を制限するような措置を講ずるべきである。

③ 議会における決算の認定

権や調 権 行使 状況等も勘案 、検討 く
きである。

また、議会の少数者による調査権等の行使を認めるべきで
あるとの意見があったが、この点については、議会の意思決定
がなされるまでの過程において、少数者の意思をどのように汲
み上げ実現していくか それぞれの議会で様々な運用を工夫③ 議会における決算の認定

地方公共団体の決算は、毎会計年度、議会の認定に付さ
なければならないこととされているが、仮に議会が決算を認定
しない場合には、まずは、議会が、その審議等を通じ、長の予
算執行や政策遂行上の問題点等決算を認定しない理由を長
や住民に対して明らかにするよう努める きである

み上げ実現していくか、それぞれの議会で様々な運用を工夫
していくことが適当である。

(3) 議会活動の透明性と議会事務局等
① 議会活動の透明性

制度的な面だけでなく 実質的な面から議会 権能を高め
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や住民に対して明らかにするよう努めるべきである。
また、長は、議会から指摘された問題点等に関しては、決算

の審議において、その原因や善後策等を十分に説明するとと
もに、決算が認定されなかった場合には、住民に対してもその

制度的な面だけでなく、実質的な面から議会の権能を高め
ていくためには、議会が、住民の意思を十分に反映し、充実し
た審議を行うことが重要である。
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そのためには 議員を選出した住民においても 議会にお (2) 議会の招集と会期そのためには、議員を選出した住民においても、議会にお
ける議論の内容や議員の活動の実態等について、積極的に
関心を持つことが期待される。

議会活動については、本会議のみならず、委員会等の活動
も含め、住民にわかりやすいような形で情報公開に努めるべき
である こ 点に ては 議案に対する議員 賛否等 議

(2) 議会の招集と会期
現行制度において、議会は、定例会と臨時会に分けられ、定例

会は、毎年、条例で定める回数これを招集し、臨時会は、必要が
ある場合において、その事件に限りこれを招集することとされてい
る。現在は、一年間に数回、一定の会期を定めて定例会を開催す
るとともに そ 会期以外にお ては 必要に応じて 臨時会を開である。この点については、議案に対する議員の賛否等の議

論の経過や議案の情報について、インターネット等も活用して
公開していくことが求められる。

② 議会事務局等
地方公共団体の自主的な政策立案の範囲が拡大するととも

るとともに、その会期以外においては、必要に応じて、臨時会を開
催するという形の議会運営が一般的となっている。
議会運営の柔軟性を高めるとともに、議会活動の活性化を促す

見地からは、議会運営のあり方についても、より弾力的な形態を考
えていくことが求められる。

に、その処理する事務も複雑化・高度化してきていることから、
議会の政策形成機能や監視機能を補佐する体制が一層重要
となる。政策立案や法制的な検討、調査等に優れた能力を有
する事務局職員の育成や、議会図書室における文献・資料の
充実など議会の担う機能を補佐・支援するための体制の整備・

例えば、諸外国の地方議会においては、毎週定期的に会議を
開催するなどの運営も行われている。このような議会運営は、多様
な人材が議会の議員として活動することを容易なものとするほか、
住民にとっても傍聴の機会が拡大するなど、住民に身近な議会の
実現に資するものと考えられる 我が国においても 特に 基礎自充実など議会の担う機能を補佐 支援するための体制の整備

強化が図られるべきである。

２ 議会制度の自由度の拡大
議会制度のあり方については、できる限り選択の余地を認める方

向で見直しを行うことも 議会の機能の充実 強化に資するもので

実現に資するものと考えられる。我が国においても、特に、基礎自
治体の議会においては、このような柔軟な議会運営を可能とする
要請は高いものと考えられる。
今後一層住民に身近な議会を実現し、柔軟な議会運営を可能と

する観点から、長期間の会期を設定してその中で必要に応じて会
議を開く方式を採用することや 現行制度との関係や議会に関す向で見直しを行うことも、議会の機能の充実・強化に資するもので

あることから、以下の点について検討を行った。

(1) 議員定数等
議会の議員定数については、現在、その上限を人口区分に応じ

議を開く方式を採用することや、現行制度との関係や議会に関す
る他の諸規定との整合性に留意しつつ会期制を前提としない方式
を可能とすることなど、より弾力的な議会の開催のあり方を促進す
るよう必要な措置を講じていくべきである。この場合、議場への出
席を求められる執行機関について、その職務遂行に支障が生じな

て法定しているところであるが、議会制度の自由度を高めるため、
定数の決定は各地方公共団体の自主的な判断に完全に委ねるこ
ととし、法定上限を撤廃すべきである。この場合において、各地方
議会が議員定数を定めるに当たっては、住民の理解を得られるも
のとなるよう十分に配慮すべきである

いように配慮すべきである。
このような方策を活用することを通じて､議会における議員同士の

議論を行う機会を拡大させ、議会の審議の充実・活性化につなげ
ていくべきである。
議会の招集権については 長のみではなく議長にも付与すべき
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のとなるよう十分に配慮す きである。
なお、議会の議事定足数について緩和又は撤廃すべきであると

の意見があったが、一方で、議会は本来できるだけ多くの議員が
出席して十分な議論がなされることが期待されるとの意見もあり、こ
の点については、引き続き議論を重ねていくことが必要である。

議会の招集権については、長のみではなく議長にも付与す き
との意見もあったが、この点については、平成１８年の地方自治法
の一部改正により、議長の臨時会招集請求権が認められたところ
であり、この招集請求権の運用状況も見ながら、なお引き続き検討
していくべきである。
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３ 議会の議員に求められる役割等 まずは 議会の活動を社会全体で支えるべきであるという意識の３ 議会の議員に求められる役割等
議会の機能の充実・強化に伴い、議会の議員が果たすべき役割

はますます重要なものとなっている。
議会が多様な民意を集約し、団体意思を決定していくために

は、地方公共団体の住民の多種多様な層から議員が選出され、
会 成 今 会 求

まずは、議会の活動を社会全体で支えるべきであるという意識の
醸成に努めつつ検討していくべきである。
議員の構成については、女性の議員が男性の議員に比べて割

合が低く、偏りが見られることから、議会の運営上の工夫を含め、
女性の議員をさらに増やすための方策について、諸外国の取組
などを参考と 検討す き あ議会を構成することが重要である。このことは、今後一層議会に求

められる専門性を強化することにもつながるものと考えられる。

(1) 議員の役割等
議員の主な役割は、住民の意思を把握し、これを議会における

などを参考としつつ検討すべきである。
公務員については、現行制度において、職務専念義務が課せら

れ、また、公務の中立性の観点からその政治的行為が制限されて
いるほか、公職への立候補の制限、地方公務員については地方
議会の議員との兼職の禁止等の規制がされている。議員 主な役割は、住民 意思を把握 、 れを議会における

審議・討論を通じて適切な形で地方公共団体の運営に反映させる
ことである。個別の利益の実現を図るため、行政に不当に介入し、
その公正な執行を歪めるような議員の活動が見られるとすれば、
住民の地方議会及び議員に対する信頼を著しく損なうものであっ
て このような活動を厳に慎むべきことはいうまでもない

議会 議員 兼職 禁 等 規制 。
公務員が地方議会の議員として活動することは、行政分野に通

じた人材が議員として活動することとなり、有益な面があることか
ら、公職への立候補制限の緩和や、地方公務員と当該地方公務
員が所属する地方公共団体以外の団体の議会の議員との兼職禁
止の緩和などの方策が必要ではないかとの意見があるて、このような活動を厳に慎むべきことはいうまでもない。

なお、議員の活動に対しては、諸外国や戦前の地方議会に見ら
れるように実費のみ支給し、原則として無報酬であるべきとの意見
がある一方、現在我が国の地方議会が有する権能、求められる役
割の大きさ等からすると、一定水準の議員報酬は保障されるべきと
意見もあ たと ろ ある

止の緩和などの方策が必要ではないかとの意見がある。
この点については、公務員が政治的活動と密接不可分である議

員活動を行うことについての社会的な理解が得られることが前提と
なることから、公務員の職務の公正な執行や職務専念義務のあり
方等にも配慮しつつ、前記のような休暇制度、休職・復職制度等
導入に関する検討と併せて 引き続き検討 課題としていくべきの意見もあったところである。

(2) 勤労者等の立候補や議員活動を容易にするための環境整備
現在、議会の運営としては、会期を一定期間に定め、平日昼間

に集中して会議等を開催する例が一般的である。平日の朝から夕

の導入に関する検討と併せて、引き続き検討の課題としていくべき
である。

(3) 議員の位置付け
議員の活動は、議会における審議・討論にとどまるものではなく、集中 会議 開催 例 般 。平 朝

方にかけて仕事に従事している勤労者が議員として活動すること
を容易にするため、例えば、夜間、休日等に議会を開催するなど
の運用上の工夫を図ることが考えられる。
また、勤労者について、立候補を容易にするため、これに伴う休

暇を保障する制度や 議員活動を行うための休職制度 議員の任

政策形成のための調査研究活動や住民の意思を把握するための
諸活動等、広範にわたることから、議員の位置付けやその職責・職
務を法制化すべきであるとの意見がある。
この点については、今後の地方分権の進展や議会機能の充実・

強化に伴う議員の活動の実態を踏まえ 政治活動と公務との関

4

暇を保障する制度や、議員活動を行うための休職制度、議員の任
期満了後の復職制度等を導入することなどが考えられる。この点
については、我が国における労働法制のあり方やその背景となる
勤労者の意識、勤務実態等にも関わる課題であることから、

強化に伴う議員の活動の実態を踏まえ、政治活動と公務との関
係、議員の活動についての住民への説明責任のあり方、職責・職
務の法制化に伴う法的効果等を勘案しつつ、引き続き検討するこ
とが必要である。



退職年金受給者の状況

○退職年金受給者の約６割が、年金算定基礎率（X)が45/150の者である。
○年金算定基礎率（X)が45/150の者中、受給権発生年が古い者ほど、退職年金額は低く、年齢は高い。

100450

【受給権発生年別の退職年金受給者の状況（都道府県議員共済会）】（平成21年5月31日現在・共済会調べ）
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【H18年度以前】 Ｘ＝50，Ｙ＝1 【H19年度以降】 Ｘ＝45， Ｙ＝0.9 合計 ： 1,129人

【H18年度以前】 Ｘ＝45，Ｙ＝0.9 【H19年度以降】 Ｘ＝40.5，Ｙ＝0.81 合計 ： 448人

Ｘ＝36 ，Ｙ＝0.72 合計 ： 421人

※退職年金の額＝標準報酬月額×｛X/150+Y/150（在職年数－12）｝
年

5



退職年金受給者の状況

○退職年金受給者の約６割が、年金算定基礎率（X)が45/150の者である。
○年金算定基礎率（X)が45/150の者中、受給権発生年が古い者ほど、退職年金額は低く、年齢は高い。

1007,000
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【受給権発生年別の退職年金受給者の状況（市及び町村議会議員共済会）】（平成21年5月31日現在・共済会調べ）
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【H18年度以前】 Ｘ＝50，Ｙ＝1 【H19年度以降】 Ｘ＝45， Ｙ＝0.9 合計 ： 33,954人

【H18年度以前】 Ｘ＝45，Ｙ＝0.9 【H19年度以降】 Ｘ＝40.5，Ｙ＝0.81 合計 ： 16,259人

Ｘ＝36 ，Ｙ＝0.72 合計 ： 5,733人

※退職年金の額＝標準報酬月額×｛X/150+Y/150（在職年数－12）｝
年
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現会員の状況（在職期間別）

○受給資格期間12年を有している現会員（859人）は、全会員中（2,730人）約３２％
○在職期間が長いほど、平均年齢が高い。

【在職期間別の現会員の状況（都道府県議員共済会）】 （平成21年5月31日現在・共済会調べ）

人 歳90700

70

80
600

50

60

400

500

40

50

300

400

人数

20

30

200

平均年齢

0

10

0

100

【在職期間が12年未満の者】

：1,871人

年

在職期間【在職期間が12年以上の者】

：859人

00

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

7



現会員の状況（在職期間別）

○受給資格期間12年を有している現会員（11,976人）は、全会員中（34,781人）約３５％
○在職期間が長いほど、平均年齢が高い。
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【在職期間別の現会員の状況（市及び町村議員共済会）】 （平成21年5月31日現在・共済会調べ）
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